
（別表）個別法・個別施策の実行に向けたスケジュール 
年度 １３～１４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０～ 

循環基本計画の

策定 
循環基本計画に基づく施策の進捗状況の点検 循環基本計画の見直し 

年次報告（循環型社会白書）の国会提出・公表 

循 環 型 社 会

形 成 推 進 基

本法 
ライフスタイルや事業活動の変革（リ・スタイル：Re-Style）に向けたモデル事業、環境教育・普及啓発

（政府公報、パンフレット、インターネットによる情報提供など）の実施など循環型社会の形成に向けた

取組の推進 
廃 棄 物 処

理・リサイク

ル法 

法律の着実な施行を図るとともに、施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

じること 

廃 棄 物 処

理法 
リサイクルなど適正な処理の推

進と不適正処理の防止を一層図

るための法律の見直し・法改正

（１４年度～） 

  廃棄物の減

量化の目標

量の見直し 

 法 律 の 評

価・検討 

資 源 有 効

利 用 促 進

法 

法律の施行（１３

年４月） 
     法 律 の 評

価・検討（２

０年度末頃

まで） 
容 器 包 装

リ サ イ ク

ル法 

   法律の評価・検討 

家 電 リ サ

イクル法 
法律の施行（１３

年４月） 
   法律の評価・検討 

食 品 リ サ

イクル法 
法律の施行（１３

年５月） 
   法律の評価・検討 

 
建 設 リ サ

イクル法 
法律の施行（１４

年５月） 
    法律の評価・検討 

自 動 車 リ

サ イ ク ル

法 

  法律の施行（１６年末頃）   法 律 の 評

価・検討（２

１年度末頃

まで） 

 

Ｐ Ｃ Ｂ 廃

棄 物 処 理

促 進 特 別

措置法 

法律の施行（１３

年７月） 
   ＰＣＢ廃棄

物の全国的

な処理体制

の整備（１

８年度頃） 

 法 律 の 評

価・検討（２

３年度末頃

まで） 
ＰＣＢ廃棄

物の処理の

完了（２８

年度） 
法律の施行（１３

年４月） 
      

法律の着実な施行を図るとともに、グリーン製品・サービスの開発・普及の状況、科学的知見の充実等に

応じ、国等が重点的にその調達を推進すべき特定調達品目やその基準等の見直し 

グ リ ー ン 購

入法 

グリーン製品・サービスに関する情報の内容及び提供の方法、適切な情報の提供を確保す

るための方策等情報提供体制の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措

置を講じること（平成１９年度末頃まで） 

 

食品廃棄物等からのバイオディーゼル燃料等の品質評価、安全・環境影響評価、自動車走行実験等の実施

（１４年度～） 
ＦＲＰ船のリサイクルに向けた対策の検討（１４年度～）    
「建設リサイクル推進計画２００２」（１４年５月）の策定 

計画に基づく建設廃棄物の３Ｒの推進 
 

主 な 個 別 物

品 の 廃 棄

物・リサイク

ル対策 

 目標年次    
不法投棄・原

状回復対策 
不法投棄地の原状回復に向けた

対策の法制化に向けて、「特定

産業廃棄物に起因する支障の除

去等に関する特別措置法案」を

閣議決定（１５年２月） 

    平成９年度

以前までの

不法投棄を

一掃し、原

状回復を実

施（２４年

度） 
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産 業 廃 棄 物

の 最 終 処 分

場の整備 

    要最終処分

量の５年分

程度の確保

（ ２ ２ 年

度） 
技術開発 ゴミゼロ型・資源循環型技術研究イニシャティブの実施（１４年度～） 
その他 廃棄物系バイオマスの炭素量換算での８０％以上の利活用等を目的とする「バイオマス・ニッポン総合戦

略」（１４年１２月閣議決定）の実現（～２２年度） 
新エネルギー

の普及促進に

向けた「電気事

業者による新

エネルギー等

の利用に関す

る特別措置法」

の完全施行（１

５年４月） 

   
 

   

フロン回収破

壊法の施行（１

４年４月） 

   法律の評価・検討 

静脈物流システムの構築（「新総合物流施策大綱（１３年７月

閣議決定）」の実現） 
リサイクル拠点や輸送の実態把握、効率的な静脈物流システ

ムの検討及びその具体化 

 
 

  

 

京都議定書の６％削減約束の達成に向けた地

球温暖化対策の実行（第１ステップ） 
京都議定書の６％削減約束の達成に向け

た地球温暖化対策の実行（第２ステップ） 
京都議定書

の第１約束

期間（～２

４年度） 
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